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第１ 介護保険制度の概要 

１ 保険者 

  市町村及び特別区（広域連合、一部事務組合） 

２ 被保険者の範囲・保険給付の内容 

（１） 被保険者の区分 

 被保険者の区分、状態の区分に応じ、保険給付の内容が異なり、第２号被保険者については、

老化が原因とされる特定の疾病に限られ、また、第１号被保険者であっても要介護状態でない

場合は、施設サービスを受けることができない。 

 被保険者資格 保険給付の対象者 保険給付の内容 

６５ 
歳 
以 
上 

介護保険 
第１号 
被保険者 

市町村の区域内に住所を
有する６５歳以上のもの 

要介護状態となった者 
居宅サービス、施
設サービス、地域
密着型サービス 

要支援状態となった者 

居宅サービス（介
護予防）、地域密着
型サービス（介護
予防） 

４０
歳 
以 
上 
６５
歳 
未 
満 

介護保険 
第２号 
被保険者 

市町村の区域内に住所を
有する４０歳以上６５歳
未満の医療保険加入者 

特定疾病に
より（老化が
原因とされ
る病気） 

要介護状態
となった者 

居宅サービス、施
設サービス、地域
密着型サービス 

要支援状態
となった者 

居宅サービス（介
護予防）、地域密着
型サービス（介護
予防） 

被保険者 
以外の者 
※みなし 2 号 

被保護者は国民健康保険
に加入できないため、大多
数は介護保険の被保険者
となることができない 

特定疾病に
より（老化が
原因とされ
る病気） 

要介護状態
となった者 

居宅サービス、施
設サービス、地域
密着型サービス 

要支援状態
となった者 

居宅サービス（介
護予防）、地域密着
型サービス（介護
予防） 

（注）１ 要介護状態・・・常に介護を必要とする状態 (例として、寝たきり・認知症等) 

   ２ 要支援状態・・・要介護状態となるおそれがあり、日常生活に支援が必要な状態 

※ 介護保険でいう医療保険加入者とは、次の医療保険各法による被保険者、組合員等及びその被

扶養者をいう。 

   健康保険法、船員保険法、国民健康保険法、国家公務員共済組合法、地方公務員等共済組合

法、私立学校教職員共済法 

＜特定疾病＞ 
特定疾病は、初老期の認知症、脳血管疾患など加齢による老化が原因とされる病気のことで、以

下に掲げるように１６疾病をいう。 
 第２号被保険者（４０歳以上６４歳未満の方）が介護給付・予防給付を受けることができるのは、 
この特定疾病によって要介護・要支援になった場合に限られる。 
１ 筋萎縮性側索硬化症  ２ 後縦靱帯骨化症      ３ 骨折を伴う骨粗鬆症   
４ 多系統萎縮症     ５ 初老期における認知症（アルツハイマー病、脳血管性認知症等）   
６ 脊髄小脳変性症    ７ 脊柱管狭窄症       ８ 早老症（ウエルナー症候群）   
９ 糖尿病性神経障害、糖尿病性腎症及び糖尿病性網膜症    
10 脳血管疾患      11 パーキンソン病関連疾患  12 閉塞性動脈硬化症   
13 関節リウマチ     14 慢性閉塞性肺疾患   
15 両側の膝関節又は股関節に著しい変形を伴う変形性関節症 
16 末期がん 

介護扶助運営要領 
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（２） 被保険者資格の取得と喪失 

区 分 第１号被保険者 第２号被保険者 

対象者 ６５歳以上 ４０歳以上６５歳未満の医療保険加入者 

取 得 

・ 当該市町村に住所を有する者が 

６５歳に達したとき 

・ 当該市町村に転入したとき 

・ 適用除外施設から退所したとき 

・ 当該市町村に住所を有する者が４０歳

に達したとき 

・ 当該市町村に転入したとき 

・ 適用除外施設から退所したとき 

・ 医療保険未加入の者が医療保険に加入

したとき 

喪 失 

・ 当該市町村から他の市町村に転出したとき 

・ 適用除外施設に入所したとき 

・ 死亡したとき 

（注）１ ６５歳（４０歳）に達したときとは、６５歳（４０歳）の誕生日の前日をいう。 

   ２ 他の市町村に転出した場合及び第２号被保険者が医療保険加入者でなくなった場合はそ

の日に、その他の場合はその翌日に資格を喪失する。  

 

（３） 適用除外の経過措置 

当該市町村に住所を有する６５歳以上又は４０歳以上６５歳未満の医療保険加入者であって

も、一部の施設に入所している者は、被保険者とならない。 

適用除外施設：障害者の日常生活及び社会全体を総合的に支援するための法律による支給決定

を受けた指定障害者支援施設 

救護施設(介護保険法施行規則１７０条) 

 

（４） 要介護旧措置入所者の経過措置 

   特別養護老人ホームの旧措置入所者（介護保険法施行前に措置により入所していた人）につ

いては、介護保険の利用者負担が従前（介護保険法施行前）の費用徴収額を上回らないように

１０％の定率負担や食事の特定標準負担を減免する経過措置が行われてきた。 

 この経過措置は平成１７年４月から５年間延長され、さらに平成２２年４月以降も当分の間、

行われることになっている。 

 

３ 保険給付の手続き 

被保険者が保険給付を受けるためには、保険者の認定を受ける必要がある。 

 

① 保険者へ申請 → ②保険者による認定調査・主治医意見の聴取 →  

 

→ ③調査結果を介護認定審査会へ審査依頼 → ④審査会の判定に基づき保険者が認定 

  

※認定後のサービスを利用の流れ 

  居宅サービス 

   ⑤居宅介護支援にかかる契約締結 → ⑥ケアプランの作成 →  

 

→ ⑦居宅サービスにかかる契約締結 → ⑧居宅サービスの実施 

  施設サービス 

   ⑤’施設入所にかかる契約締結 → ⑥’ケアプランの作成 → ⑦’施設サービスの実施 
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４ 介護保険給付の内容 

 介護給付 予防給付 市町村特別給付 

対象者 
要介護者 

（１～５） 

要支援者 

（１・２） 

要介護者 

要支援者 

給付内容 

全国共通 

（居宅サービスについては、市町村独自の給付水準の

設定可能） 

市町村独自 

財源 
第１号被保険者保険料、 

第２号被保険者保険料、公費 

第１号被保険者 

保険料 

 

５ 介護保険サービスの種類      

 介護給付におけるサービス（対象者：要介護者） 予防給付におけるサービス（対象者：要支援者） 

都
道
府
県
が
指
定
・
監
督
を
行
う
サ
ー
ビ
ス 

【居宅サービス】 

・訪問介護（ホームヘルプ） 

・訪問入浴介護 

・訪問看護（訪問看護ステーション） 

・訪問リハビリテーション 

・居宅療養管理指導 

・通所介護（デイサービス） 

・通所リハビリテーション（デイケア） 

・短期入所生活介護（ショートステイ） 

・短期入所療養介護（ショートステイ） 

・特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム等） 

 ・福祉用具貸与（福祉用具レンタル） 

・特定福祉用具販売 

 

 

【施設サービス】 

・介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）  

・介護老人保健施設（老健） 

・介護療養型医療施設（病院、（有床）診療所） 

・介護治療院 (平成 30 年新設) 

【介護予防サービス】 

・介護予防訪問入浴 

・介護予防訪問看護 

・介護予防訪問リハビリテーション 

・介護予防居宅療養管理指導 

・介護予防通所リハビリテーション（デイケア） 

・介護予防短期入所生活介護（ショートステイ） 

・介護予防短期入所療養介護（ショートステイ） 

・介護予防特定施設入居者生活介護 

・介護予防福祉用具貸与   

・介護予防福祉用具販売 

 

 

 

 

 

 

 

 

市
町
村
が
指
定
・
監
督
を
行
う
サ
ー
ビ
ス 

【地域密着型サービス】 

・小規模多機能型居宅介護 

・認知症対応型通所介護（認知症デイ） 

・認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループ

ホーム） 

・夜間対応型訪問介護 

・地域密着型特定施設入居者生活介護 

・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

（小規模特養） 

 ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

 ・看護小規模多機能型委託介護（旧複合型サービス） 

 ・地域密着型通所介護（小規模デイサービス） 

 【居宅介護支援】(ケアマネジャー) 

【介護予防支援】 

 

【地域密着型介護予防サービス】 

・介護予防小規模多機能型居宅介護 

・介護予防認知症対応型通所介護 

・介護予防認知症対応型共同生活介護（認知症高齢

者グループホーム） 

 

 

その他・・・介護給付(介護予防)住宅改修など 
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６ 保険給付の制限等 

  介護保険の被保険者であっても、刑務所等に拘禁されている期間は介護給付等は行われず、ま

た故意の犯罪や重大な過失、正当な理由なくサービス利用に関する指示に従わず要介護状態等に

なった場合等及び正当な理由なく市町村の求める文書の提出に応じないときは、保険給付の全部

又は一部を制限される。 

  他にも、介護保険料を滞納している被保険者について、要介護者になっても、滞納期間に応じ

て、支払方法の変更、支払の一時差し止めの措置が取られる等する場合がある。 

 

７ 利用者負担 

（１） 介護報酬 

介護報酬は、各サービスの種類ごとに、また、各サービスの内容、従事者、従事時間により

定められている。報酬単位は、「単位」で表わされ、原則的に１単位＝１０円であるが、介護報

酬の地域区分により、単価が異なる（例：名古屋市が「３級地」で、訪問介護の１単位＝１１．

０５円、通所介護の１単位＝１０．６８円）。地域区分は８区分（令和６年４月１日現在）。 

 

（２） 在宅 

受けた介護サービスの費用の１～３割が利用者負担となる（ただし、ケアプラン作成にかか

る費用は全額が保険給付され、自己負担はない）。 

なお、法律上は償還払いが原則だが、通常は代理受領方式により現物給付扱いとなり、利用

者は自己負担額のみ支払う（福祉用具購入費、住宅改修費、高額介護サービス費は償還払い）。 

 

 
要介護度 状態像の目安 

住宅改修費支給
限度基準額 

福祉用具購入
費支給限度基
準額 

予

防

給

付 

要支援１ 

障害のために生活機能の
一部に若干の低下が認めら
れ、介護予防サービスを提供
すれば改善が見込まれる 

20 万円 
 

(原則として、同
一住宅・同一対
象者で１回。た
だし、住居を変
更した場合及び
要介護度が３段
階以上、上がっ
た場合は再度支
給をうけること
ができる。) 

10 万円／年 

要支援２ 

障害のために生活機能の
一部に低下が認められ、介護
予防サービスを提供すれば
改善が見込まれる 

介

護

給

付 

要介護１ 
身の回りの世話に見守り

や手助けが必要。立ち上が
り・歩行等で支えが必要 

要介護２ 

身の回りの世話全般に見
守りや手助けが必要。立ち上
がり・歩行等で支えが必要。
排泄や食事で見守りや手助
けが必要 

要介護３ 
身の回りの世話や立ち上

がりが一人ではできない。排
泄等で全般的な介助が必要 

要介護４ 

日常生活を営む機能がか
なり低下しており、全面的な
介助が必要な場合が多い。問
題行動や理解低下がみられ
ることがある 

要介護５ 

日常生活を営む機能が著
しく低下しており、全面的な
介助が必要。多くの問題行動
や全般的な理解低下がみら
れることがある 

 
（注）通所介護、通所リハ、短期入所サービス等については別途食費の負担が必要である。 
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（３） 入所 

   施設入所者は介護サービス費用の１～３割の他に、「食費」、「居住費」の額（負担限度額）と

日常生活費等を負担することになる。 

・施設入所者の費用の目安（基準費用額） 

居住費と食費の費用の目安として、国は次ページに示すとおり定めている。 

施  設 

介護老人福祉施設 
(特別養護老人ホーム) 
短期入所生活介護 

（日額） 

介護老人保健施設 
介護療養型医療施設 
短期入所療養介護 

（日額） 

居住費（滞在費） 

ユニット型個室 ２，００６円 ２，００６円 

ユニット型準個室 １，６６８円 １，６６８円 

従来型個室 １，１７１円 １，６６８円 

多 床 室 ８５５円 ３７７円 

食  費 １，４４５円 １，４４５円 

 

（注）実際の食費と居住費（滞在費）の利用者負担額は、「利用者と施設の契約」によって決め

られるため、施設によって異なる。 

 

（４） 低所得者 

   低所得者については、高額介護サービス費の支給による負担の上限や食費、居住費の負担限

度額について低い額が設定されている。 

  ① 高額介護サービス費 

１か月に支払った自己負担額（介護サービス費用の１割。在宅サービスの福祉用具購入費・

住宅改修費及び施設サービスの居住費・食費を除く）が下表の額を超えた場合に、申請によ

り払い戻される。 

 

所得段階 対象者 負担上限額 

第 1段階 

① 生活保護者等 

② 15,000円への減額により生活保護の被保護者と

ならない場合 

③ 市町村民税世帯非課税で、老齢福祉年金受給者 

①個人：15,000円 

②世帯：15,000円 

③世帯：24,600円 

 個人：15,000円 

第 2段階 
市長村民税世帯非課税で、本人の公的年金収入＋

合計所得金が 80万円以下 

世帯：24,600円 

個人：15,000円 

第 3段階 

①（1） 市町村民税非課税世帯で、本人の公的年金

収入＋合計所得金が 80万円超から 120万円以下 

 （2）市長村民税世帯非課税で、本人の公的年金

収入＋合計所得金が 120万円を超える 

② 24,600円への減額により生活保護の被保護者と

ならない場合 

世帯：24,600円 

  上記のいずれにも該当しない場合 

課税所得額に応じ、

140,100円～

44,400円 
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② 食費と居住費の負担軽減となる対象者 

低所得者の負担が重くなりすぎないよう、食費と居住費（滞在費）の負担限度額が設定さ

れる。これにより利用者負担段階に合わせた負担限度額までを自己負担として支払い、基準

費用額との差額分は「特定入所者介護サービス費」として介護保険から施設に支給される。 

軽減の対象者は、利用者負担段階が、次表の「第 1段階」～「第 3段階（2）」に該当する者。 

 

利用者負担 

第 1段階 

・生活保護者等 

・世帯全員が市町村民税非課税で、老齢福祉年金受給者 

利用者負担

第 2段階 

・世帯全員が市長村民税非課税で、本人の公的年金収入＋合計所得金が

80万円以下 

利用者負担

第 3段階（1） 

・市町村民税非課税世帯で、本人の公的年金収入＋合計所得金が 80万円

超から 120万円以下 

利用者負担

第 3段階（2） 

・市長村民税世帯非課税で、本人の公的年金収入＋合計所得金が 120万

円を超える者 

 

 

③ 軽減が受けられる場合の負担限度額 

負担限度額（日額）は利用者負担段階に応じ、次のとおりとなる。 

 

施設 

介護老人福祉施設 

（特別養護老人ホーム） 

短期入所生活介護 

介護老人保健施設 

介護療養型医療施設 

短期入所療養介護 

利用者負担段階 
第 1段

階 

第 2段

階 

第 3段

階（1） 

第 3段

階（2） 

第 1段

階 

第 2段

階 

第 3段

階（1） 

第 3段

階（2） 

居住費 

（滞在

費） 

ユニット

型個室 
820円 820円 

1,310

円 

1,310

円 
820円 820円 

1,310

円 

1,310

円 

ユニット

型準個室 
490円 490円 

1,310

円 

1,310

円 
490円 490円 

1,310

円 

1,310

円 

従来型個

室 
320円 420円 820円 820円 490円 490円 

1,310

円 
820円 

多床室 0円 370円 370円 370円 0円 370円 370円 370円 

食費 300円 390円 650円 
1,360

円 
300円 390円 650円 

1,360

円 

 

※ショートステイ利用の場合の食費は、第 1段階から 300円、600円、1,000円、1,300円 

 

④ 境界層措置 

①給付減額の解除、②負担限度額の減額、③高額介護サービス費の支給基準額の引き下げ

及び④介護保険料の減額が行われれば保護を要しない者について、上記の順位により順次、

保護を要しなくなるまで基準額等が引き下げられて適用される。 

境界層措置は、福祉事務所長が交付する証明書等により保険者が行う。 
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８ 保険料 

（１） 第１号被保険者にかかる保険料の設定と徴収方法 

  ① 老齢年金等が年１８万円以上 → 特別徴収(年金からの天引き) 

  ② 特別徴収の対象にならない人 → 普通徴収 

 

（２） 第２号被保険者にかかる保険料の設定と徴収方法 

それぞれが加入する医療保険制度に基づき保険料を設定し、一般の医療保険料に上乗せして

一括徴収する。 

 

 

９ 財源構成 

  介護保険は、利用者の負担額を除いた介護給付に係る費用の約５０％を保険料、残り約５０％

を公費で負担する制度となっている。 
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第２ 介護扶助について 

 

１ 介護扶助の対象となる事項（生活保護法第 15条の 2 ） 

（１）居宅介護（居宅介護支援計画に基づき行うものに限る。） 

（２）福祉用具 

（３）住宅改修 

（４）施設介護 

（５）介護予防（介護予防支援計画に基づき行なうものに限る。） 

（６）介護予防福祉用具 

（７）介護予防住宅改修 

（８）介護予防日常生活支援（介護予防支援計画又は介護保険法第 115条の４５の１項第 1号二に

規定する第 1号介護予防支援事業による援助に相当する援助に基づき行うものに限る。） 

（９）移送 

 

２ 介護保険制度と生活保護制度の関係 

生活保護受給者であっても、６５歳以上の者及び４０歳以上６５歳未満で医療保険加入者は介護

保険の被保険者となり、補足性の原理により介護保険からの給付が優先し、自己負担分が介護扶助

として生活保護からの給付となる。 

生活保護受給者にかかる介護保険料は、 

① 年金（遺族年金等も含む）から特別徴収される場合は、収入から控除する。 

② 上記①以外の場合は、生活扶助に介護保険料相当額を加算する。 

 

３ 被保険者以外の者にかかる介護給付 

 生活保護受給者で、介護保険の被保険者以外の者（４０歳以上６５歳未満で医療保険未加入者）

は介護扶助として１０割全額を生活保護から給付する。 

 【注】40 歳以上 65 歳未満の被保護者については、障害者総合支援法の自立支援給付等が生活保

護法介護扶助より優先されるため、別添の「40 歳以上 65 歳未満の介護保険の被保険者では

ない被保護者における自立支援給付該当性確認台帳」へ必ず登載し、身障手帳の有無の確認、

手帳有りの場合の自立支援サービスの利用可能性の検索、手帳無しの場合の取得の可能性の

検討を、組織的に取り組むこと。 

 介護保険未加入者 
（４０歳以上６５歳未満 
で医療保険未加入の者） 

介護保険加入者 

第２号被保険者 第１号被保険者 

介護保険料 なし 
勤労（被用）収入 

から控除 

① 年金から特別徴収

される場合：年金収

入から保険料相当額

を控除 

② 上記①以外の場

合：生活扶助に保険

料相当額を加算 

利
用
者
負
担 

在宅サービス 介護扶助で１０割負担 
介護保険で７～９割負担 

介護扶助で１～３割負担 

施設サービス 

介護扶助で１０割負担 

＋ 

基準費用額 

（食費＋居住費） 

生活扶助 

  日常生活費 

介護保険で７～９割負担 

介護扶助で１～３割負担 

＋ 

負担限度額（食費＋居住費） 

生活扶助 

日常生活費 
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第３ 介護扶助事務の基本処理 

 

１ 介護扶助事務 

（１）被保険者である被保護者等に関する保険者への連絡 

   ① ６５歳以上の被保険者である被保護者についての情報提供 

   ② 介護扶助の開始、停止又は廃止に伴う介護扶助受給者についての情報提供 

   ③ 適用除外施設入所者についての情報提供 

 

 

（２）被保険者以外の被保護者が介護扶助を受ける場合の国保連への情報提供 

    （被保護者異動連絡票及び被保護者異動訂正連絡表の作成、送付） 

    被保険者以外の者についてのみ行う（被保険者については保険者から送付）。 

    異動があった日の属する月の翌月３日までに国保連へ到着するように送付する。 

 

 

（３）要介護認定及び居宅介護支援計画等の作成 

   ① 要介護認定 

    ア 被保険者の場合 

      介護保険法の規定により要介護認定を受ける。主治医の意見書の文書料は、介護保険で給

付される。 

主治医がいない場合の意見書記載に係る診察料・検査料については、以下のとおり。 

（ア）主訴がある場合は医療扶助で給付 

（イ）主訴がない場合は介護保険で給付 

    イ 被保険者以外の場合 

      介護扶助の要否判定の一環として、生活保護独自に行う。具体的には、保険者の設置する

介護認定審査会に審査判定を委託して行う。主治医の意見書の文書料は、介護保険の例によ

るとして審査判定に含めて委託するか、福祉事務所において検診命令により対応する。 

主治医がいない場合の意見書記載に係る診察料・検査料については、以下のとおり。 

（ア）主訴がある場合は検診命令（医療扶助）で給付 

（イ）主訴がない場合は想定されていない。 

   ② 居宅支援計画等の作成 

    ア 被保険者の場合 

      原則として生活保護の指定を受けた居宅介護支援事業者等を利用する（自己負担が生じる

ような計画を作成しないようにする、事業者から直接計画の写しをもらう等するため）。 

      計画の作成前に事業者の選択について福祉事務所に相談するように助言する。 

    イ 被保険者以外の場合 

      管内の事業者一覧を要保護者に提示し、要保護者本人の意思により事業者を選択させた上、

介護券を発行し、計画の作成を委託する。 

      計画作成委託に係る報酬については、介護保険の例によることとし、国保連へ審査支払い

を委託して行う。 

      被保護者となることにより、医療保険未加入となる場合で、すでに非指定事業者で計画を

作成している場合は、速やかに指定事業者で作成しなおす。 

  

（４）要否判定及び境界層該当証明 

    ① 要否判定 

高額介護サービス費、負担限度額、保険料等全てについて、最も低い基準を用いて最低生活

費を算定すること。 

現在適用されている基準で最低生活費を算定すると要保護となるが、最も低い基準を適用す

れば保護が不要となる場合は、境界層該当証明書を交付し、申請を却下することになる。 
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② 本人支払いの決定 

      収入充当額が生活扶助を上回る場合、１５，０００円までを介護扶助に充当し、それ以上は

医療扶助に充当する。ただし、介護施設入所者は、１５，０００円＋負担限度額まで介護扶助

に充当する。 

      医療扶助と異なり、１円単位の額を介護券に記載する点に注意すること。 

      介護扶助の中での充当順位は、①訪問・通所系サービス②短期入所系サービス③福祉用具購

入④住宅改修⑤移送。 

   

 

（５）請求内容の検討 

介護給付費公費受給者別一覧表をチェックする。 

 

 

２ 給付事務手続きの流れ 

（１） 居宅介護サービス 

 ① 被保険者の場合 

被保護者は、居宅介護支援事業者に居宅介護支援サービスの提供を依頼し、居宅サービス

計画作成を依頼する。 

   被保険者以外の場合 

福祉事務所は、居宅介護支援事業者に介護券を発行して、居宅サービス計画作成を依頼す

る。 

 ② 居宅介護支援事業者は、 

  ア 被保護者の同意のもとに、居宅サービス事業者とサービスの提供について調整を行い、居

宅サービス計画を作成する。 

  イ 作成した居宅サービス計画をもとに、サービス提供票及びサービス利用票を作成し、それ

ぞれ居宅サービス事業者及び被保護者に交付する。 

  ウ 居宅サービス計画の写しを福祉事務所に送付する。 

 ③ 福祉事務所は、 

被保険者の場合 

様式第４号の２「介護扶助受給者情報連絡表」により保険者へ情報提供する。 

   被保険者以外の場合 

「被保護者異動連絡表」を国保連に提出する。 

 ④ 居宅サービス事業者は、サービス提供票に基づき被保護者にサービスを提供する。 

 ⑤ 福祉事務所は、居宅サービス業者に介護券を送付する。 

   （被保険者以外の場合は、居宅介護支援事業者にも介護券を送付する。） 

  ⑥ 居宅サービス事業者は、介護給付費請求書及び介護給付費請求明細書を翌月１０日までに国

保連に送付する。 

  ⑦ 国保連は、 

   ア 給付管理票と介護給付費請求書等を突合し、審査を行なう。 

   イ 介護報酬を保険者及び福祉事務所(県事務所分は県本庁)に請求する。 

   ウ 介護給付費請求額等通知書及び介護給付費公費受給者別一覧表を県本庁に送付する。 

  ⑧ 県本庁は、請求内容を審査して知事決定し、福祉事務所に通知する。 

  ⑨ 保険者及び福祉事務所は、国保連に介護報酬を支払う。 

  ⑩ 国保連は、居宅サービス事業者及び居宅介護支援事業者に介護報酬を支払う。 

  ⑪ 福祉事務所は、点検の結果、調整すべき過誤を発見した場合、過誤申立書を県本庁に送付す

る。 

  ⑫ 県本庁は、国保連に過誤調整を依頼する。 
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（２） 施設サービス 

  ① 福祉事務所は、 

    被保険者の場合、様式第４号の２「介護扶助受給者情報連絡表」により保険者へ情報提供す

る。 

    被保険者以外の場合、「被保護者異動連絡表」を国保連に提出する。 

  ② 介護保険施設は、被保護者ごとに施設サービス計画を作成し、その計画に基づき介護サービ

スを提供する。 

  ③ 福祉事務所は、介護保険施設に介護券を送付する。 

  ④ 介護保険施設は、介護給付費請求書及び介護給付費請求明細書を翌月１０日までに国保連に

送付する。 

  ⑤ 国保連は、 

   ア 給付管理票と介護給付費請求書等を突合し、審査を行なう。 

   イ 介護報酬を保険者及び福祉事務所(県事務所分は県本庁)に請求する。 

   ウ 介護給付費請求額等通知書及び介護給付費公費受給者別一覧表を県本庁に送付する。 

  ⑥ 県本庁は、請求内容を審査して知事決定し、福祉事務所に通知する。 

  ⑦ 保険者及び福祉事務所は、国保連に介護報酬を支払う。 

  ⑧ 国保連は、介護保険施設に介護報酬を支払う。 

  ⑨ 福祉事務所は、点検の結果、調整すべき過誤を発見した場合、過誤申立書を県本庁に送付す

る。 

  ⑩ 県本庁は、国保連に過誤調整を依頼する。 

 

（３） 介護予防サービス 

  基本的な流れは、「第１ 居宅介護サービス」と同じになる。 

  この場合次のように置き換えて考える。 

   居宅介護支援事業者  →  介護予防支援事業者 

   居宅サービス計画   →  介護予防サービス計画 

   居宅サービス事業者  →  介護予防サービス事業者 

※ 介護予防支援事業者は、介護予防サービス計画の作成を委託契約により、居宅介護支援事

業者に委託することができる。この場合、申込受付、契約締結、介護報酬の請求は、あくまで

介護予防支援事業者が行なうものである。 
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介護扶助の申請から決定までの流れ図 

 

介護扶助が申請されてから福祉事務所長が介護扶助の決定・介護券を発行するまでの流れ 

 

介護保険の被保険者の場合 被保険者以外の者（介護 10 割） 

  

 介護保険の流れ   介護扶助の流れ  

  要介護・要支援認定申請書    介護扶助申請書・要介護認定承諾書  

       ↓         ↓ 

 
主治医 

意見書 

心身の状況に関する調査 

（認定調査） 

   主治医意見書 

（検診命令） 

 1 次判定         ↓  

        ↓  認定調査   

 介護認定審査会による 2 次判定        ↓ 

       ↓    介護保険者に審査判定依頼   

 要介護・要支援認定等結果通知書            ↓  

       ↓   
要介護状態の審査判定 

（１次判定・２次判定） 

 

 ケアプラン作成 

（全額介護保険） 

   

                ↓  

        ↓   要介護認定結果の通知  

介護扶助の流れ          ↓ 

 介護扶助の申請 

①ケアプランの写し 

    要保護者から希望のあった   

      指定介護機関にケアプラン   

   サービス利用票及びサービス     作成依頼   

   利用票別表 

②被保険者証の写し 

③同意書２通 

   添付 

           ↓  

   ケアプランの作成（全額介護扶助）   

          ↓ 同意書 2 通  

  ケアプランの提出  

      ↓           ↓  

  介護扶助の決定     介護扶助の決定   

                ↓            ↓  

        介護券の発行   介護券の発行  

  

  

 

 【同意書】  

①居宅介護（介護予防）支援事業者への被保護者情報の提供に係る同意書 

②居宅介護（介護予防）事業者から福祉事務所へのケアプランの直接交付に係る同意書 
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介護費用

収入認定額

介護扶助

本
人
支
払
額

基
準
額

生活扶助等

 

介護扶助の申請を受けた福祉事務所長は、居宅介護（介護予防）支援計画等の内容の検討や、他

の法律や施策の適用等について確認し、さらに要保護者の生活状況などを総合的に判断して、介護

扶助の決定をする。これを図にすると、次のとおり。 

 

 

① 生活扶助等と介護扶助との併給世帯  

生活扶助等の基準額と介護費用の合計より収入認定額が少ないため、介護費用が全額介護扶

助で支給される。 

 

介護費用 介護費用

基
準
額

生活扶助等

生活扶助等

収入認定額

 

 

② 本人支払額のある介護扶助単給世帯 

生活扶助等の基準額より収入認定額が多いため、その部分が介護費用に充当され、不足分が

介護扶助として、支給される。充当される額が本人支払額となり、介護券に記入される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 介護扶助対象外 

生活扶助等の基準額と介護費用より収入認定額が多いため、生活保護適用にならない。 

介護費用

基
準
額

生活扶助等

収入認定額
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 様式第３号
生活保護法介護券（ 年 月分）

公 費 負 担 者 有 効 期 間 日から 日まで
番 号

受 給 者 番 号 単独・併用別 単 独 ・ 併 用

保 険 者 番 号 被保険者番号

（フリガナ） 生年月日 性別

氏 名 １明・２大・３昭 男 女. . . 1. 2.
年 月 日生

要介護状態等区分 基本チェックリスト該当・要支援１・２・要介護１・２・３・４・５

認 定 有 効 期 間 平成 年 月 日から 平成 年 月 日まで

居 住 地

事業所番号指定居宅介護支援事業者・

指定介護予防支援事業者・

地域包括支援センター名

指定介護機関名 事業所番号

□訪問介護 □小規模多機能型居宅介護居 宅 介 護
地域密着型特定施設入居者生活介護居 宅 介 護 介 護 予 防□訪問入浴介護 □

□福祉用具貸与 □看護小規模多機能型居宅介護介 護 予 防
□訪問看護介護予防・日常生活支援

□訪問リハ □介護老人福祉施設
□通所介護 □介護老人保健施設施 設 介 護
□通所リハ □介護療養型医療施設
□居宅療養管理指導 □地域密着型介護老人福祉施設
□短期入所生活介護
□短期入所療養介護 □居宅介護支援居宅介護支援
□認知症対応型共同生活介護 □介護予防支援介護予防支援

介護予防・日常生活支援□特定施設入居者生活介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護□

□夜間対応型訪問介護
本人支払額 円□地域密着型通所介護

□認知症対応型通所介護

地区担当員名 取扱担当者名

福祉事務所長 印

介 護 保 険 あ り な し
備

そ の 他
考

備考 この用紙は、Ａ列４番白色紙黒色刷りとすること。  
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審査・支払いの流れ（被保険者） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

審査・支払いの流れ（被保険者以外） 

 

                            審査・支払の流れ（手引き２７１Ｐ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福祉事務所 都道府県 

連絡票 
連絡票 
介護券 

指定居宅介護支
援事業者又は 
指定介護予防支
援事業者 

居宅介護サー

ビス計画又は

介護予防支援

計画 

指定事業者
情報 

ｻｰﾋﾞｽ利用

票（写し） 

介護券 

指定ｻｰﾋﾞｽ 
事業者 

ｻｰﾋﾞｽ 
提供票 

要
介
護
（
支
援
）
者 

ｻｰﾋﾞｽ 
利用票 

サービス 

サービス 

サービス 

介
護
給
付
費
請
求
書
・
支
払 

指定ｻｰﾋﾞｽ 
事業者 

指定ｻｰﾋﾞｽ 
事業者 

給付管理票 

居宅介護サービス
計画費請求書 

国保連 

生保指定 

情報含む 

報
酬
支
払
い 

・ 要否判定 

・ 介護扶助決定 

・ 介護券発行 

・  

突合・審査 

  ① 

連絡票 
連絡票 報酬請求 

明細書 

被保護者情報 

（帳票） 

報
酬
支
払
い 

ｻｰﾋﾞｽ利用

票（提示） 

福祉事務所 都道府県 

連絡票 
連絡票 
介護券 

指定居宅介護支
援事業者又は 
指定介護予防支
援事業者 

居宅サービス

計画又は介護

予防支援計画 

指定事業者
情報 

ｻｰﾋﾞｽ利用

票 

連絡票 

指定ｻｰﾋﾞｽ 
事業者 

ｻｰﾋﾞｽ 
提供票 

要
介
護
（
支
援
）
者 

保険者 

ｻｰﾋﾞｽ 
利用票 

サービス 

サービス 

サービス 

被保護者 

情報 

介
護
給
付
費
請
求
書
・
支
払 

指定ｻｰﾋﾞｽ 
事業者 

指定ｻｰﾋﾞｽ 
事業者 

給付管理票 

居宅介護サービス
計画費請求書 

受給者情
報等 

介
護
給
付
費
請
求
書
・
支
払 

国保連 

生保指定 

情報含む 

報
酬
支
払
い 

・ 要否判定 

・ 介護扶助決定 

・ 介護券発行 

突合・審査 

  ① 

連絡票 
連絡票 報酬請求 

明細書 

報
酬
支
払
い 

ｻｰﾋﾞｽ利用

票 

被保護者情

報を含む 
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３ 境界層該当証明について 

保護の廃止・却下（以下「却下等」という。）に伴い、当該却下等の後において最低限度を超える

生活が可能となるよう、介護保険の各種負担が軽減される。これを「境界層措置」といい、境界層

措置は介護保険の保険者が行う。 

 生活保護担当課では、保険者が行う境界層措置の程度を決定するための証明書を発行する。あく

まで、保護の却下等に伴う事務であり、受給の意思を持って保護の申請等を行う申請者の存在を前

提としている。介護保険制度における自己負担の一般的な軽減措置とは性格が異なる点に留意する

こと。 

 

○ 証明書発行までの流れ 

 ① 申請者の世帯の収入と最低生活費を算出する。（※多額の手持金がある場合は要注意。） 

     この場合の最低生活費は、申請者等が現在適用されている介護保険の負担基準で算出する。  

 ② ①により算出した収入と最低生活費により保護の要否判定を行う。 

 ③ ②により保護を要しないと判定される場合は申請を却下する（境界層該当証明書の発行は要

しない）。 

 ④ ②により保護を要すると判定される場合は、介護保険における最も低い負担基準を適用され

たと仮定して最低生活費を算定し、再度要否判定を行う。 

 ⑤ ④により保護を要しないと判定される場合は、申請却下となる（境界層該当証明書の発行を

要する）。 

 

 

境界層該当証明事務のフローチャート 

 

 ①保護の申請  

 

 

 ②申請時に適用されている負担基準で要否判定  

 

 

 保護を要する              ③保護を要しない  

⇒申請却下（証明なし） 

 

 ④最も低い負担基準で要否判定   

 

 

 保護を要する              ⑤保護を要しない  

⇒申請却下（証明あり） 

 

 

保護申請時

に適用されて
いる負担基
準での

基準額
生活費等最も低い

負担基準

での基準額
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第４ 介護サービス利用にかかわる相互連携等 

 

ケアプランの新規作成、更新時には、福祉事務所は要保護者ならびに居宅介護支援事業者等と十

分な連携をとりながら業務を進めていくことが必要となる。 

 

 

・居宅介護支援事業者 

ケアプランの作成や各種連絡調整・手続きを担う、都道府県から指定を受けた事業者。ケア

マネジャーが勤務する。 

 

・介護支援専門員（ケアマネジャー） 

利用者や家族からの相談に応じ、適切なサービスを利用できるようにケアプランの作成や、

各種連絡調整や手続きを行う専門職。 

  

・地域包括支援センター 

高齢者の生活を総合的に支えていくことを目的に、平成 18 年度から新設された拠点。保健

師、社会福祉士、ケアマネジャー等が中心となって、「介護予防に関するマネジメント」、「権利

擁護」、「総合的な相談・支援」、「ケアマネジャーへの支援」などを行う。 

 

・ケアプラン 

要介護者・要支援者の心身の状況、その置かれている環境、本人・家族の希望などを勘案し、

どのような介護サービスをいつ、どれだけ利用するかなどを書面にまとめたもの。 

 

 

 

居宅介護支援事業者 

ケアマネジャー 

（ケアプラン作成） 

 

介護予防支援事業者 

 

 

福祉事務所 

 

生活保護ケースワーカー 

（介護扶助の決定） 

 

利用者 

 

（介護保険制度） 

 

（生活保護制度） 

 

介護保険担当所管課 

（要介護認定、介護保険の給付

など） 

 

高齢者福祉担当所管課 

（高齢者相談、介護保険法以外

のサービス給付など） 
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